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年度 保有率 保有者平均保有台数 2台以上保有 複数保有世帯LAN構築率
LAN構築世帯ブローバンド接続
13 58.0 1.7 － － －
14 71.7 1.5 25.7 35.5 50.4
15 78.2 1.7 32.7 40.6 68.8
















13 3.4 31.3 33.2 14.1 47.1 16.4 25.8 27.9
14 6.1 30.0 40.3 10.0 50.7 13.6 29.3 24.8
15 6.7 10.1 42.2 13.2 52.5 18.2 32.4 15.9




年度 年齢6-12歳 13-19歳 20-29歳 全体
13 7.1 51.4 74.7 44.5
14 12.8 63.7 81.0 52.2
15 12.7 67.4 84.7 57.4




年度 年齢6-12歳 13-19歳 20-29歳
13 49.2 72.8 68.5
14 52.6 88.1 89.8
15 61.9 91.6 90.1
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携帯電話・PHS（通話） 22.3 固定電話 －39.2
IP 電話 17.9
パソコンの電子メール 48.3 ファクシミリ －20.9







インターネット テレビ 新聞 雑誌・書籍
趣味や遊びの情報 88.6 35.6 11.6 54.6
旅行やお店の情報 80.3 28.1 11.5 50.3
生活情報 73.3 45.9 26.1 28.6
ニュース 67.4 84.0 62.2 6.2
勉強の情報 65.1 11.9 15.5 45.2
健康情報 62.9 46.6 20.5 33.2
仕事の情報 61.6 12.8 26.0 31.6
出所：総務省「平成 17 年版 情報通信白書」より作成




世代区分 平成13年末 平成14年末 平成15年末 平成16年末 13-16比較
６～12歳 49.2 52.6 61.9 62.8 1.3
13～19歳 72.8 88.1 91.6 90.7 1.2
20～29歳 68.5 89.8 90.1 92.3 1.3
30～39歳 68.4 85.0 90.4 90.5 1.3
40～49歳 59.0 75.0 84.5 84.8 1.4
50～59歳 36.8 53.1 62.6 65.8 1.8
60～64歳 19.2 32.8 39.0 49.0 2.6
65歳以上 7.7 9.9 15.0 17.5 2.3
注）「13‐16比較」は平成 16 年と平成 13 年の利用率の比
出所：総務省「通信利用動向調査」より作成
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ターネット利用率は若年層と高年齢層の間で年齢格差があり，13 歳から 50 歳までの利用率が
高く，60 歳以上は利用率が低いが平成 13-16 年間で 2.4 倍に増加した。インターネット利用時
の端末は，パソコン・携帯電話等・パソコン及び携帯電話等の順で使われ，携帯電話等の利用
者率が平成 13-16 年間で 2倍に増加した（表 1-7,8）。
表 1-8 機器別インターネットの利用率
(％)
利用機器 平成13年末 平成14年末 平成15年末 平成16年末
パソコンのみ 52.8 56.0 40.2 26.5
携帯等のみ 11.7 15.3 18.8 19.0
パソコンと携帯等 30.0 23.5 36.7 52.9
その他 5.6 5.2 4.4 1.7
再掲
パソコン利用者 87.4 82.4 79.7 80.7
携帯等利用者 44.8 40.2 58.0 73.3





平成12年末 平成13年末 平成14年末 平成15年末 平成16年末
インターネット利用人口の推移
利用者数(万人) 4,708 5,593 6,942 7,730 7,948
人口普及率(％) 37.1 44.0 54.5 60.6 62.3
インターネット普及率の推移
世帯(％) 34.0 60.5 81.4 88.1 86.8
企業(300人以上)(％) 95.8 97.6 98.4 98.2 98.3
事業所(５人以上)(％) 44.8 68.0 79.1 82.6 81.8
自宅におけるパソコンからのインターネット接続方法
ブロードバンド回線(％)※2 6.8 14.9 29.6 47.8 62.0
ISDN(常時接続)(％) － － 16.8 13.9 13.3
ISDN(非常時接続)(％) 34.0 24.6 11.2 8.2 5.1
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3) 総務省（平成 17 年）「情報通信白書 第 1章，第 2節，第 2節の要旨」
















利用していない 1通以下 2～ 5通 6通以上
パソコン 5.8 46.3 37.2 10.6
携帯電話等 12.3 30.3 39.1 18.3
出所：総務省「平成 17 年版 情報通信白書」より作成
注）調査時期平成 17 年 1 月
表 1-11 ネットバンキング・トレード利用率と利用頻度
(％)
利用率 利用頻度年 1～数回 月 1回程度 月 2～ 5回 月 6回以上
ネットバンキング 45.2 36.4 25.5 27.8 10.3
ネットトレード 18.0 39.4 11.9 20.7 28.0
出所：総務省「平成 17 年情報通信白書」より作成



















年齢階層 年度 順 位1 位 2 位 3 位 4 位 5 位
全体
16 電子メール 65.4 情報検索 52.3 ニュース等の情報入手 48.1 商品・サービス購入 34.5 音楽ダウンロード・視聴 29.8
15 電子メール 57.6 情報検索 57.4 ニュース等の情報入手 48.7 商品・サービス購入 36.8 クイズやアンケート 19.5
14 電子メール － 商品・サービス購入 － － － － － － －
13 電子メール 64.8 無料有料サービス 45.9 ビジネス情報入手 21.3 オンラインショッピング 18.9 掲示板，チャット 15.6
6-12歳 16 ネットゲーム 34.4 情報検索 30.9 電子メール 24.2 ニュース等の情報入手 17.6 画像のダウンロード 9.6
13-19歳
15-19歳
16 電子メール 58.3 音楽ダウンロード・視聴 45.3 情報検索 39.1 画像のダウンロード 36.4 ニュース等の情報入手 30.5
15 情報検索 42.8 電子メール 39.9 ニュース等の情報入手 27.0 掲示板，チャット 24.4 商品・サービス購入 20.8
14 電子メール 音楽ダウンロード・視聴 － ニュース等の情報入手 － 画像のダウンロード － 商品・サービス購入 －
20-29歳
16 電子メール 58.3 情報検索 45.3 ニュース等の情報入手 39.1 音楽ダウンロード・視聴 36.4 商品・サービス購入 30.5
15 電子メール 57.3 情報検索 56.4 ニュース等の情報入手 43.0 商品・サービス購入 37.0 就職・転職関係 24.2
14 電子メール － 商品・サービス購入 － ニュース等の情報入手 － 音楽ダウンロード・視聴 － 画像のダウンロード －































情報交換・通信 1 21.2 37.0 1 34.1 32.2 1 23.2 17.6 6
情報検索・提供 2 29.6 19.1 2 26.2 22.7 3 18.9 14.0 4
情報収集・作成・蓄積 3 35.8 17.5 3 36.9 22.2 2 22.8 14.3 2
技術計算・解析 4 8.2 15.0 4 11.0 18.3 4 5.9 11.6 3
集計・分析・分類 5 19.9 14.7 5 18.6 14.7 5 12.6 9.9 5
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る回線環境となった。教育用コンピュータ台数は，高等学校で一人に対し 5.5 台，平均 1校 115
台が LAN接続されインターネット利用できる設備が整えられた。小学校では，一人に対し 9.6







調 査 年 月 日 H13.3.31 H14.3.31 H15.3.31 H16.3.31 H17.3.31
小 学 校 接 続 率 75.8 97.2 99.4 99.7 99.9
中 学 接 続 率 89.3 99.2 99.8 99.9 99.9
高 校 接 続 率 90.6 99.1 99.9 100.0 100.0
小学校高速回線率 11.7 35.8 52.8 68.0 78.5
中学高速回線率 15.9 40.2 57.9 72.4 82.3






















インターネット接続は平成 15 年度に 99％に達し，高速回線接続率は平成 17 年調査では高校
96％，中学校 82％，小学校 78％に達している（表 2-1）。接続先は学校種に異なり，高校では教
育センター等の接続が 60％以上に対し，小中では民間プロバイダが 45％程度を占め，接続先の
年度間変化は小さい（表 2-5）。インターネットアクセス制限は各校種とも実施され，高校では
17 年度全校で制限が実施され，小中校でも 80％程度が実施している（表 2-6）。普通教室の
LAN接続可能教室は，高等学校 74％，中学校 46％，小学校 42％の教室である。全教員に電子
メールアドレスを付与する学校は高等学校 56％，中学校 25％，小学校 25％，全生徒に付与する












H15.3.31 24.4 0.16 1.05 0.29 0.19 0.02 0.07
H16.3.31 27.7 0.18 1.34 0.32 0.20 0.03 0.10
H17.3.31 30.8 0.17 1.62 0.41 0.24 0.05 0.15
中学校
H15.3.31 41.6 0.15 1.37 0.37 0.20 0.04 0.09
H16.3.31 44.1 0.17 1.70 0.39 0.21 0.03 0.14
H17.3.31 46.5 0.17 2.02 0.51 0.29 0.04 0.18
高等学校
H15.3.31 94.7 0.19 3.60 0.97 0.31 0.20 0.24
H16.3.31 101.4 0.18 4.34 1.20 0.41 0.21 0.33














H15.3.31 7.6 3.2 1.3 18.4 7.1 3.4 1.7 14.1
H16.3.31 8.0 3.5 3.2 8.8 8.5 3.3 1.9 14.9
H17.3.31 8.3 3.7 5.9 5.2 9.4 3.3 2.0 15.6
中学校
H15.3.31 10.2 4.1 2.1 20.2 6.2 6.7 2.0 20.3
H16.3.31 10.2 4.2 5.2 8.5 7.5 5.9 2.2 20.2
H17.3.31 10.1 4.6 10.3 4.5 8.5 5.5 2.3 20.0
高等学校
H15.3.31 26.8 3.5 7.1 13.4 4.8 19.8 4.2 22.5
H16.3.31 27.0 3.7 13.9 7.3 6.1 16.6 4.7 21.4








H15.3.31 50.4 17.7 30.9 1.0
H16.3.31 47.5 22.1 29.5 0.8
H17.3.31 44.7 25.9 28.8 0.7
中学校
H15.3.31 50.0 16.4 32.3 1.3
H16.3.31 47.7 21.1 30.2 1.0
H17.3.31 45.1 24.6 29.5 0.8
高等学校
H15.3.31 27.8 8.8 61.7 1.7
H16.3.31 25.4 11.1 62.9 0.6
H17.3.31 19.5 12.2 68.0 0.3
出所：文部科学省「学校教育情報化の実態調査」より作成
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表 2-6 有害情報への対応方法




H15.3.31 ％86.5 ％26.1 ％85.6 校309 校16840 ％73.4
H16.3.31 89.3 27.8 86.6 204 17382 76.1
H17.3.31 100.0 33.4 90.7 － 18255 80.5
中学校
H15.3.31 89.7 28.3 88.5 68 7807 75.7
H16.3.31 92.0 29.4 88.7 40 8048 78.3
H17.3.31 100.0 35.5 91.5 － 8312 81.1
高等学校
H15.3.31 95.9 32.4 81.9 21 3815 92.7
H16.3.31 97.1 36.5 84.7 12 3822 93.3





学校種 調査年月日 全生徒 一部生徒 全教員 一部教員
小学校
H14.3.31 3.5 9.7 14.6 17.3
H15.3.31 4.7 10.8 19.0 19.6
H16.3.31 4.6 10.5 21.8 19.6
H17.3.31 3.4 11.9 25.1 18.6
中学校
H14.3.31 5.1 10.1 14.7 21.1
H15.3.31 6.1 10.6 19.1 23.7
H16.3.31 5.8 9.7 22.1 23.7
H17.3.31 5.5 11.4 25.0 22.6
高等学校
H14.3.31 11.4 11.6 29.2 30.1
H15.3.31 18.9 12.2 48.6 30.4
H16.3.31 18.9 13.6 52.8 30.2













H15.3.31 本266684 本35069 本／校11.5 本150299 本27082 本／校6.5
H16.3.31 244605 31814 10.7 145393 19812 6.3
H17.3.31 247350 24565 10.9 139961 18364 6.2
中学校
H15.3.31 132208 14616 12.8 73367 11313 7.1
H16.3.31 118005 15292 11.5 70924 9920 6.9
H17.3.31 113044 13125 11.0 69674 11896 6.8
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高等学校
H15.3.31 40520 5639 9.8 27912 4894 6.8
H16.3.31 33709 3591 8.2 28611 4005 7.0









校種間年度に平均 1本程度を整備し，教科用ソフトウェア保有種類は小中 10 本，高 8本，教科
用以外のソフトウェア保有種類は小中 6本，高 8本を保有する（表 2-8）。




学校種 2002年 3 月 2003年 3 月 2004年 3 月 2005年 3 月 2005年 9 月
小学校 59.4 66.3 72.7 80.1 83.7
中学校 41.5 46.1 53.8 60.5 67.9
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表 2-10 高等学校卒業者の進路
(％)
年度 大学等進学 専修学校等進学 就職者率 進路未定者
12 45.1 25.9 18.2 10.0
13 45.1 26.2 18.1 9.8
14 44.8 27.0 16.8 10.5
15 44.6 27.9 16.4 10.3
16 45.3 27.5 16.7 7.5






























高等学校学習指導要領 中学指導要領 技術・家庭 情報に関係する分野
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